
　人口減少や過疎化に伴い、地域活性化、地方
創生が叫ばれ始めて久しい。各地域が知恵を絞
り、工夫して対策を講じており、素晴らしい取
組事例も数多く生まれている。政府においても、
関係各省がそれぞれの観点から様々な地方創
生・地域活性化政策を打ち出し、地域の取組に
対するメニューも充実している。環境省におい
ても、地域に裨益する脱炭素施策の推進や、自
然資源や自然共生を核とした魅力的な地域づく
り、気候変動適応施策によるレジリエントな地
域づくりや、資源循環の推進による持続可能な
地域づくりなど、循環共生型社会の実現に向け
て、様々な施策を展開しているところである。
　地域づくりに取り組む方々からは、様々な、
そして各省それぞれの観点の支援メニューがあ
りすぎて、自由度が低かったり、自分達がどれ
をどのように活用すれば一番うまくいくのかわ
かりづらいなどの声も聞こえている。そもそも
まちづくりは 5年も 10 年もかかるものである
が、対して政府の支援メニューは単年度から
長くても 5 年程度までである。多様な支援メ
ニューを把握し、長期スパンの取組の各フェー
ズにおいて、適切な支援メニューも必要に応じ
て活用しながら、地域が主体的に取組を進めて
いく必要があり、そのためには、地域が主体的
に定めた地域の未来の方向性が基軸にあること
が極めて重要である。なお、取組を進めていく
中で、当初気づかなかった地域の課題や強みを
発見し、新たな展開に拡がっていくものである
が、芯となる考えを持っておくことで、安心・
安定して拡がることができる。
　私達、地域循環共生圏推進室では、この、ま
ちづくりの基軸となる考えを、地域の皆様が合

意していくプロセス、また、それに基づき地域
において具体的な取組を生み出し続ける仕組み
づくりのプロセスを主に支援している。いわば
持続可能な地域づくりの「土台」を作る支援を
してきた。プロセスの支援は主に一緒に考える
ことであり、環境省の協働取組拠点である環境
パートナーシップオフィス（EPO）とともに、
これまで 100 を超える地域の伴走支援をしてき
た結果、この土台づくりにおいて重要な要素を
３つ整理している。一つ目は、「環境・社会・
経済課題の同時解決」である。環境の視点、社
会の視点、経済の視点をしっかり考えておくこ
とで、持続可能な方向性を考えることができる。
特に環境の視点は、自然再興、地域脱炭素、資
源循環のシナジーも重要であり、まちなかでは
見えづらい自然資源については、特に注意して
意識を向けておく必要がある。二つ目は、「地
域の主体性」であり、地域の人が、ワクワク感
とやりがいを大切にしながら、主体的に事業を
立ち上げ、運営していくことである。三つ目は、
「協働」であり、地域内の多様な分野の人によ
る協働と、地域外の人とのつながり・支えあい
の重要性を指している。いずれも、本誌におい
てこれまでも指摘されてきたポイントと共通す
るものであるが、楽しみながら実践していくこ
とで、より多くの魅力的な地域づくりが拡がっ
ていくことを目指し、様々なツールや機会、情
報の提供、伴走支援体制の充実など、支援施策
を拡げて参りたい。
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